改正高年齢者雇用安定法に関する対応について

１．法改正の主なポイント（改正法施行日は2013年4月1日）
	【改正前の継続雇用制度概要】
１．高年齢者雇用安定法に基づく高年齢者雇用制度について、定年を定める場合には、60歳を下回ることができない。（法第8条）
２．65歳未満の定年を定めている事業主に対して、65歳までの雇用を確保するため、次のいずれかの措置（高年齢者雇用確保義務）を導入する義務（法第9条）が、2004年までにすでに義務付けられている。
　(1) 定年の引き上げ
　(2) 継続雇用制度の導入（労使協定により基準を定めて場合は、希望者全員を対象としない制度も可能）
　(3) 定年の定めの廃止
※いずれの措置を制度として導入する義務であり、個々の労働者の雇用義務ではない。また、定年引上げの義務化でもない。
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　(1) 継続雇用制度の対象者となる高年齢者の雇用について、事業主が労使協定により定める基準により限定できる仕組みが廃止されます。
　(2) 継続雇用制度の対象となる高年齢者が雇用される企業の範囲が、グループ企業まで拡大されます。
　(3) 高年齢者雇用確保措置義務に関する勧告に従わない事業者を公表する規定が設けられました。
　(4) 法改正に伴い、事業主が講ずべき高年齢者雇用確保措置の実施及び運用に関する指針が定められました。
　(5) 厚生年金（報酬比例部分）の受給開始年齢に到達した以降の者を対象に、基準を引き続き利用できる12年間の経過措置が設けられています。
	＜経過措置とは＞
　今回の法改正で高年齢者雇用安定法旧9条2項は削除されたことにより、2013年4月1日（改正法施行日）以降は、新たに継続雇用基準を設けて継続雇用の対象者を限定することはできなくなりました。
　しかし、改正法施行時点で効力を有する継続雇用基準については、長い経過措置が設けられました。すなわち、改正法施行日から3年間（2013年4月1日～2016年3月31日は61歳、その後3年ごとに1歳ずつ適用年齢を引き上げて、2025年3月31日までの12年間、この基準制度を適用することができるとされました。（改正附則第3条）
　これは、厚生老齢年金報酬比例部分の支給開始年齢以上の高年齢者についてのみ継続雇用基準を適用できることとしたもので、これをもって雇用と年金支給を接続させようとしたものです。
　基準制度を経過措置として残してしまったことにより、基準をめぐるトラブルはしばらくの間完全にはなくならないことが予想されるため、経過措置への対応をしっかり行うことが重要です。



２．自治労の方針（2013春闘方針抜すい）
	　年金の受給開始年齢の引き上げと、高年齢者雇用安定法の改正をもふまえ、定年延長をめざしつつ、高年齢者雇用継続制度の協約化に取り組みます。
【地域公共サービス民間労働者の要求モデル】
　高年齢者雇用安定法に基づき、定年を60歳以上に延長し、希望者全員の最低65歳までの雇用継続（再雇用）制度を確立すること。
	　2012年8月高年齢者雇用安定法が改正され、2013年4月1日に施行されます。高年齢者の就労促進の一環として、継続雇用制度の対象となる高年齢者につき事業主が定める基準に関する規定を削除し、高年齢者の雇用確保措置を充実させる等の改正が行われました。






３．改正高年齢者雇用安定法に関する対応
※この内容は、連合「改正高年齢者雇用安定法に関する取り組み」をもとに、自治労総合公共民間局で作成したものです。

(1) 希望者全員を対象とした65歳までの雇用確保を求める
　　雇用と年金を確実に接続させるため、高年齢者雇用安定法で定める3つの雇用確保措置（65歳までの定年年齢の引き上げ、継続雇用制度の導入、定年の定めの廃止）にいずれかを導入することとされています。
　　このうち継続雇用制度を導入し、その対象者の基準を労使協定で定めている場合は、下記の手順により、希望者全員を対象とした65歳までの継続雇用とする労働協約の締結に向け労使協議を行ないます。
	　　継続雇用制度における対象基準に関する労使協定は、改正前の高年齢者雇用安定法第9条第2項に基づくものですが、今回の改正で同項が廃止されるため、高年齢者雇用安定法上の「法に基づく労使協定」ではなく、対象者を希望者全員とした労働組合法上の労働協約に改定することを求めます。



　＜取り組みの手順＞
　①　就業規則から継続雇用制度の対象者の基準規定を削除するとともに、就業規則に定める解雇事由や退職事由に該当する者以外の者は継続雇用制度の対象とすることを就業規則で定めます。（対象者除外規定の排除）
　②　就業規則の解雇や退職の規定以外に、継続雇用しないことができる事由を就業規則で定める場合（継続雇用規定）は、就業規則に定める解雇理由や退職事由と同一の事由で規定することとし、それ以外の事由の追加は認めません。（対象事由規定の排除）
③　①②で継続雇用しないことができる事由を定める場合においても、その規定について、新たな運用や解釈の基準を作らせません。また、就業規則に定める解雇事由や退職事由は法改正を機に内容の改悪や新たな事由の追加をさせません。
　④　継続雇用しないことができる事由を就業規則で定める場合は、就業規則に定める解雇事由や退職事由と同一の事由を労働協約で締結します。旧法に基づく継続雇用制度における対象基準に関する労使協定は廃止します。

　＜労使協議を行う際の留意事項＞
　①　60歳定年で継続雇用されない場合は、労働契約法第16条に基づき、解雇権濫用法理による客観的合理性・社会的相当性が求められることに留意してください。
	労働契約法第16条（解雇）
　解雇は、客観的に合理的な理由を欠き、社会通念上相当であると認められない場合は、その権利を濫用したものとして、無効とする。


　②　継続雇用制度を導入する場合で、60歳以降の契約形態を有期雇用契約（1年契約で反復など）で締結する場合には、65歳までは契約更新ができるようにして、その旨を就業規則で周知させます（雇止め制限法理における合理的期待権の形成のため）。また、65歳前に契約期間の満了で雇止めした場合は、改正労働契約法第19条に基づき雇止め制限法理が適用されることに留意し対応してください。
③　経過措置は、雇用を年金受給開始年齢と接続させるためのもので、例外措置といえますので、経過措置は利用せず、あくまで、2013年4月以降は希望者全員の65歳までの雇用確保に取り組みます。
④　今回の法改正により、特殊関係事業主（議決権50％超などの子会社・議決権20％以上などの関連会社）にも継続雇用制度の雇用主が拡大されますが、定年後に雇用されることを希望する者を子会社や関連会社で再雇用する際は、民法第625条（連合作成Ｑ＆Ａ14参照）を準用して、その対象となる労働者本人の意思をしっかり確認してください。
　⑤　定年後の職務提示の内容は、法の趣旨をふまえた合理的な裁量の範囲を逸脱しないものとすることが必要であり、例えば、週1日勤務や業務上の必要性のない海外勤務など、本人が承諾することが難しい職務の提示は、高年齢者雇用安定法で定める雇用確保措置を履行したものにはなりません。
　　　転居を伴う勤務先の変更や職務内容の変更については、業務上の必要性や本人の職業上・生活上の不利益を考慮して行なわれるよう、労働組合として取り組みます。
　⑥　改正法の施行前に定年前の労働者が継続雇用制度の基準で対象外とされている場合でも、60歳定年に到達する時点が改正法の施行後である場合は、就業規則に定める解雇事由や退職事由に該当する者以外の者は継続雇用制度の対象としてください。
　⑦　非正規労働者として60歳を迎える人の雇用と年金の接続についても、労使協議の対象とします。

(2) 高年齢者に適した職務・仕事、労働時間、働き方に見合った処遇の確保を求める
　　高年齢者の就業の場を確保するため、高年齢者のニーズに対応する働き方　とそれに見合った賃金、労働時間などの労働条件、高年齢者が働きやすい職場の創出や作業環境、能力開発、健康管理などについて労使協議を行います。
　　その際、定年後の職務提示の内容は、本人の能力・希望などを考慮した合理的な配置転換や労働時間などとします。
　　また、2013年4月から開始される老齢厚生年金の報酬比例部分の支給開始年齢引き上げにより、年金を全く受給できない期間が生じるため、もうひとつの公的給付であり雇用保険の高年齢者雇用継続給付と合わせた収入水準の維持に向けた、60歳以降の賃金制度の再設計について労使協議を行ないます。
	＜高年齢者雇用継続給付とは＞
高年齢雇用継続給付は、「高年齢雇用継続基本給付金」と基本手当を受給し、60歳以後再就職した場合に支払われる「高年齢再就職給付金」とに分かれますが、雇用保険の被保険者であった期間が5年以上ある60歳以上65歳未満の一般被保険者が、原則として60歳以降の賃金が60歳時点に比べて、75％未満に低下した状態で働き続ける場合に支給されます。



(3) 対象者の組織化をすすめる
　　今回の法改正により対象となる継続雇用労働者の労働条件は、60歳未満組合員の将来の労働条件となるものであり、対象労働者だけのものではありません。また、この対象者は、労基法上の過半数を規定する分母となりますので、労働組合の組合員とするよう取り組みます。

４．資料
　(1) 改正高年齢者雇用安定法　点検チェックシート
　(2) 改正高年齢者雇用安定法の概要（厚生労働省ＨＰより）
　(3) 高年齢者雇用確保措置の実施及び運用に関する厚生労働省指針
　(4) 高年齢者雇用安定法連合作成Ｑ＆Ａおよび厚生労働省作成Ｑ＆Ａ
